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ハイパー核・ストレンジネス核物理ワーキンググループ1

1 ストレジネス核物理研究とその目的

u,dクォークを構成要素とする陽子・中性子 (核子)からできた原子核により我々の物質世界が形づ

くられている。核物理は、原子核の研究を通じて我々の世界の物質の起源・宇宙の進化などを明らか

にする学問である。ハイパー核・ストレンジネス核物理は、u,dクォークの他に新たに s クォーク（ス

トレンジネス）を加えたストレンジネスを持ったクォーク・ハドロン多体系を主たる研究対象とする

核物理の研究分野である。

ストレンジネス核物理の研究の目的は 2つある。ひとつは、ストレンジネスをツールとして、原子核

物理の基本的問題に挑むことである。ハイペロンは、通常の原子核を構成する核子とは異種粒子のた

め、核子によるパウリの制約を受けずに原子核深部に入れることができ、原子核深部を探るプローブ

となりうる。また、ハイペロンは他の核子とは区別可能であるので、原子核深部でのハイペロンの性

質を観測することにより、核媒質中でのハドロンの性質変化の問題についてアプローチが可能となる。

ふたつめとして、核物理をアイソスピン二重項 SU(2)f の世界からストレンジネスを含めた SU(3)f

の世界に拡張し、それによって生まれる新たなクォーク・ハドロン多体系を調べることである。6種類

あるクォークの中で、重い t,b,cクォークと違い比較的質量の軽い sクォークは我々の周囲の世界を構

成している u,d クォークと SU(3)f 対称性の下で統一的に取り扱うことが可能である。u,dクォーク間

に働く核力をこの対称性の下でバリオン力に拡張することにより、SU(2)f 世界で研究されてきた核物

理を、SU(3)f の世界に拡張し、それにより生まれる新たな多体系の理解へと展開することができる。

また、新たな世界への展開を通して、もとの SU(2)f 世界の理解を深めることが可能となる。

sクォークの質量は、SU(3)f 対称性で取り扱う程度には軽くQCDのカットオフエネルギー (ΛQCD)

程度の領域に存在し、sクォークを含む多体系は、QCDのダイナミクスを強く反映する。従って、そ

の研究は摂動領域におけるQCDと豊富なデータに裏打ちされた低エネルギーの核力・核物理の橋わ

たしを行うことが可能である。

この分野は、日本の研究者が中心となってKEK 12-GeV PSやBNL AGSで最先端の研究を発展さ

せてきた。その成果も大きな要因となり、J-PARCの建設につながり、完成した現在、研究の飛躍的

な進展が期待されている。

2 基本的な問い

1. バリオン間の相互作用を理解できるか？– 相互作用の構成要素としてのストレンジネス –
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図 1: ストレンジネス自由度の加えた三次元核図表。

バリオン間 (NN,Y N, Y Y ...)の強い相互作用をQCDの第一原理から定量的に導き出すことは

もちろん、なぜ、そうなるのかを明確な物理描像を伴って理解することが重要である。特に、原

子核を構成する上で重要な斥力芯とスピン軌道 (LS)力を理解したい。また、バリオン間に働く

弱い相互作用についても、その性質を理解する。

2. 多体系におけるハドロンの振る舞いは裸のハドロンとどのように違うのか？– プローブとして

のストレンジネス –

原子核中でのハドロンの振る舞いを理解するためには、二体間相互作用の単純な重ね合わせで

は記述できないため多体間力の導入とその理解が重要である。さらに、媒質中では、ハドロン

の性質も変化する可能性もあるため、二体間核力自体も変化することも考えなければならない。

ストレンジネスを原子核に入れると不純物効果で原子核自体の性質も変わることも指摘されて

いる。

3. 高密度核物質の性質は？– 高密度状態とストレンジネス–

強い相互作用を考えるとストレンジネスを含む状態 (Strange Hadronic Matter) が存在するの

が自然である。そのような状態は高密度だと思われており、中性子星内部のような高密度状態で

はストレンジネスが現れるのが当然である。（高密度での）核物質の状態方程式を考える上で、

ストレンジネスの相互作用、性質の理解は不可欠となる。

（トピックス）SU(3)f に拡張された核力とは？

原子核は、核力の遠距離での引力と近距離での斥力芯の神秘的ともいえるバランスの上で成り立って

いる。特に 2核子が重なり合うような近距離での斥力芯にはクォーク自由度が重要な役割を果たして

いると考えるのが自然である。ストレンジネスクォークを入れることによって初めて現れる相互作用

を調べることによって、クォーク自由度が陽に役割をはたす近距離力、中間子が役割を果たす中、遠

距離力を理解したい。クォーク模型に基づいたバリオン間相互作用模型では、カラー磁気相互作用と

クォーク間のパウリ効果による斥力が斥力芯を構成する上で重要な役割を果たすことが予想されてい

る。4つのアップクォークを含むΣ+pチャンネルではクォーク間のパウリ効果による強い斥力芯が予

言されている。またΛΛや Ξ−pに含まれる SU(3)f1重項では、カラー磁気相互作用が引力的になるこ

ともあり、近距離で引力芯となると予言されている。この引力芯のため、6つのクォーク (uuddss)か
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(a) (b) (c)

図 2: 格子QCDによるバリオン間相互作用ポテンシャルの計算結果 [1]。(a)10重項。 (b)8s重項。　

(c) 1重項。

らなるH ダイバリオンが注目をあつめ、様々な実験が行われて来た。近年、格子QCDの著しい発展

によって、第一原理計算からも SU(3)f 対称性が厳密に成り立っている極限で、拡張されたバリオン間

力に特徴的な振る舞いが定性的に検証されている。図 2に格子QCDで求められたポテンシャル (ΣN

チャンネルに含まれる多重項 (a)(b)および 1重項 (c))を示す。実験によって SU(3)f 対称性とその破

れの立場からこれらを検証し、バリオン間力を理解することが重要である。

（トピックス）中性子星とストレンジネス

「原子核はどこまで大きくできるのか？」という問いは興味深い。構成要素を陽子と中性子に限るか

ぎり、電荷を中性にできないため、その大きさには限度がある。しかし、ストレンジネスも考慮した

場合、電荷を中性に保ったまま、バリオン数を無限大にすることも可能である。そのような物質とし

て、u, d, sクォーク等量でできた強い相互作用に対して安定な Strange Hadronic Matterが予言され

ている。そのような物質はおそらく通常核密度よりも高密度であろう。また、この宇宙には中性子星

コアのように高密度となっている場所が存在する。このような場所では、ストレンジネス生成による

質量増加を充分補償できる新自由度発生によるフェルミエネルギーの減少があるため、当然ストレン

ジネスが出現していると考えられる (図 3)。しかし、その出現形態、すなわち、どのようなバリオン

やメソンとしてか？あるいは閉じ込めが破れたクォーク物質として存在か？また、その割合はどうか？

といった疑問に答えるには、バリオン間あるいはメソンバリオン間の二体相互作用の大きさやバリオ

ンやメソンの原子核中、より正確には、中性子核物質中での相互作用 (ポテンシャル)の実験的決定が

必要である。特に負電荷をもつ Σ−, Ξ−, K−の相互作用の測定は重要である。

最近、従来のストレンジネスが発現する状態方程式ではナイーブには説明できない太陽質量の 1.97

倍の質量を持つ中性子星が発見された [3]。そのため、ストレンジネスが発現する状態方程式は間違い

であるとの主張もある。しかし、フェルミエネルギーの関係でストレンジネスが発現するのは自然な

のでその場合はストレンジが発現しない機構の説明が必要である。あるいは、このような重い中性子

星を支えるためのハドロン相からクォーク相に変化するような別の機構を構築する必要がある。この

発見により、高密度とストレンジネスの役割の研究はより重要性を増したといえる。
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図 3: (左) F. Weberによる中性子星内部構造。どのような模型 (状態方程式)をとるかによって、コア

の物質形態は異なる。(右) GM1セットをもちいた平均場計算による中性子星物質中でのバリオン及

びレプトンの存在割合と密度の関係。ハイペロンのポテンシャルは−29 MeV(Λ), +30 MeV(Σ), −18

MeV(Ξ)で、Y Y 間相互作用は小さいと仮定している [2]。

3 これまでの進展

3.1 ハイペロン散乱実験

二体間核力 (NN 間相互作用)をもとに原子核構造を理解してきたように、ハイペロン核子間力 (Y N

間相互作用)は、ハイパー核構造を調べる上で非常に重要な基礎データである。しかし、散乱実験の

困難さからデータが非常に乏しいのが現状である。そのため、逆にNN 間核力から SU(3)f 対称性を

もとに拡張した理論模型を作り、多体系の計算を通じて、ハイパー核分光のデータと比較することに

より、Y N 間相互作用を決めてきた。

一方、乏しいながらも散乱実験のデータが存在し、Y N 相互作用に対する貴重な直接的情報を与え

ている。これらハイペロン核子散乱実験は 1970年代に水素泡箱を用いて行われた。効率的にハイペ

ロンビームを生成するためにK−ビームを水素泡箱中に静止させ、そこから生じるハイペロンと陽子

との散乱のトポロジーを画像解析することによって断面積を測定した。静止K−から生成したハイペ

ロンを用いたことから、ビーム運動量が 200 MeV/c以下の低エネルギー領域でのデータに限られて

いる。さらに泡箱ではトリガーが出来ないことやビーム強度を上げることが出来なかったために統計

が十分ではない。

近年に行われたKEK-PSの実験では、トリガー可能なシンチレーションアクティブ標的を用いて、

(π,K+)反応事象をスペクトロメータで同定し、散乱画像を記録する手法が開発された。KEK-PS E251

およびE289実験ではΣ+p, Σ−p 散乱事象に対して、400–800 MeV/cでの高運動量領域での散乱断面

積を初めて導出した [4]。また、KEK-PS E452実験では、Σ+pのスピン軌道 (LS)力を導出するため

に偏極した Σ+ビームから散乱された陽子の左右非対称度を導出した [5]。

大きな進展があったものの、ハイペロンの短い寿命による実験の困難さから統計が未だに不十分と

言わざるを得ない。今後の研究の進展が期待される。
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3.2 中間子ビームによるΛ,Σハイパー核分光研究

in-flight(K−, π−)反応では、運動量移行の小さい Λを生成するため、Λ核生成断面積が大きく、い

わゆる substitutional statesを生成する。また、(π,K+)反応による Λ核生成は、運動量移行が大き

いため、断面積は小さいが、いわゆる spin-stretched statesなど深く束縛された状態を生成するとい

う特徴がある。これらの特徴を生かして、S=−1の Λ核の生成および分光研究が行われてきた。

カウンターによるハイパー核研究は、1970年代に CERNで (K−
stopped, π

−)反応に始まった [6]。そ

の後には、反跳の小さいΛを生成する in-flight(K−, π−)反応が開発され、p殻領域のΛ核が盛んに研

究され、通常核とは違い Λの spin-orbit splitting が小さい、すなわち、 ΛN 間の LS 力が小さいこ

とがわかった [7]。さらに BNL-AGSで始まった (π+,K+)反応を用いた手法 [8]が、1990年代に大立

体角・高分解能の超伝導スペクトロメータ SKS[9] で 1.5 MeV(FWHM)の分解能を達成したことによ

り、KEK-PSで大きく進展した。

E140a実験では、p殻領域から Pbに至るまでの広い領域におけるΛ核の励起スペクトルを測定し、

Λ粒子のポテンシャル内での１粒子軌道描像を確立し、ポテンシャルの深さが核子の 50 MeVに対し

て、30 MeVと核子に比べ、Λの相互作用が弱いことを明らかにした (図 4)[10]。また、12
Λ Cに関して

は、その高分解能分光により初めて、コア原子核の励起状態にΛ粒子が結合した状態が観測され、そ

の励起エネルギーの変化やその強度などから、状態結合やそれを引き起こす Λ核子相互作用の詳細

についての重要な知見が得られた [11]。その後の E336実験では、9
ΛBeにおいては、理論で予言され

ていた通常核ではパウリ排他律によって禁止される軌道にΛ粒子が入ったハイパー核特有の”genuine

hypernuclear states”状態が観測された [13]。また、分解能を向上させた E369実験では、中重 Λ核、
51
Λ V, 89

Λ Yを測定し、特に 89
Λ Yにおいては、Λが s, p, d, f -軌道に入った状態の幅が角運動量が高いほど

太く観測され、最も太い f 状態は 2つのピークに分離された [14]。これは Λの LSポテンシャルによ

る spin-orbit splittingと解釈されたが、γ線分光から求められた非常に小さい LS力とは矛盾するこ

と、2つのピークの生成比が説明できないことから、この構造は、コア原子核の様々な励起状態の混

合によるものと現在は考えられている。

Σ核については、BNL-AGS E905実験において 4He(K−, π±)反応スペクトルの比較により、4体

系Σ核はT=1/2状態 (4ΣHe)のみ束縛し、Σ-原子核ポテンシャルには強いアイソスピン依存項が存在

することがわかった [15]。重いΣ核については、SKSを用いて (π−,K+)反応スペクトルをC, Si, Ni,

In, Bi標的で測定し、Σ-原子核ポテンシャル及びその基となるΣN 相互作用は斥力であることが確定

した [16]。

ハイパー核生成においてはその生成断面積と二次粒子ビーム強度からグラムオーダー以上の標的物

質が必要であり、使用できる標的核種は限られる。(K−, π−), (π+,K+)反応は電荷の変化の無い反応

であり、これらの反応を用いた軽いハイパー核分光では、対象が陽子、中性子数がほほ等しい Λ核に

限られる。ところが、KEK-PSでは電荷を２つ変える (π−,K+)反応を用いての 10
Λ Liの分光に成功し

た [17]。ハイパー核の生成断面積が (π+,K+)反応に比べておよそ 1/1000ではあるが、(π−,K+)反

応では、中性子数の多いΛ核の生成、研究が可能である。中性子過剰Λ核の研究を通じて、高密度核

物質である中性子星コアのような中性子過剰の環境下での Λの相互作用の情報が得られる。
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図 4: Λ束縛エネルギーの質量数依存性。

3.3 電子ビームによるΛハイパー核分光研究

Λ核は従来 π, K といった中間子ビームを用いて生成、研究されてきた。二次粒子である中間子で

はなく一次ビームとして得られる強度、エミッタンス等のビーム品質について有利な電子線を用いて

ハイパー核を電磁生成、精密分光を行うというアイデア自体は 20年以上昔にまで遡ることができる。

しかし、電子ビームを用いて、つまり素過程反応 p(e, e′K+)Λ を用いて Λを生成し、Missing Mass

Spectroscopyを行うためには散乱電子 e′と生成されたK+の同時計測が必要であり、連続ビームが必

須である。また大強度ビーム環境下では大量の電子によるバックグラウンドが予想され、その中から

生成断面積が非常に小さいハイペロン電磁生成反応に関与した電子を選び出すのは実験的に極めて難

しいと考えられていた。

この研究手法が可能である、ということを証明したのは 2000年に米国ジェファーソン研究所 (JLab)

Hall-C実験室において行われたE89-009実験 (HNSS)[18]である。この実験では (e, e′K+)ハイパー核

分光実験の原理を実証するため JLabに既存のK中間子スペクトロメータ (SOS)と ENGE split-pole

スペクトロメータを組み合わせてそれぞれ K+ と e′を測定した。 200MHz という測定限界に近い散

乱電子計数率の下、S/N, 分解能に改良の余地は残すものの 12
Λ B の測定に成功し、 高品質の連続電子

線ビームが得られれば (e, e′K+)反応を用いたハイパー核研究が 1 MeV (FWHM)を切る高分解能で

可能であることが証明された。

この第一世代実験の経験を活かして散乱電子の計数率を圧倒的に抑制する散乱電子スペクトロメー

タの設置法 (tilt法)および (e, e′K+)実験に特化した高分解能K中間子スペクトロメータ HKSが導

入され、2005年には E01-011(HKS@Hall-C) が行われた [19]。 同時期に、独立した実験グループに

より JLab Hall-A においても (e, e′K+)反応を用いたハイパー核実験がより高いエネルギーのビーム

を用いて行われ (E94-107@Hall-A)[20]、Hall-Cの実験と相補的なデータを収集した。 これら第二世

代の実験により (e, e′K+)反応によるΛ核電磁生成分光という研究手法が確立した。その後、HKS と
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整合する散乱電子スペクトロメータとして高分解能電子スペクトロメータ HES が導入され 2009年

に第三世代実験 E05-115(HKS-HES@Hall-C) が行われた。

JLabにおける三世代に渡る実験により、Λ, Σ0生成素過程、7
ΛHe, 9

ΛLi,
10
Λ Be, 12

Λ B, 16
Λ N, 28

Λ Al, 52
Λ V

と素過程から Z ∼50という中重 Λ核に渡る広い質量領域において 500 keV(FWHM)以上の分解能で

研究が進んでいる。sub-MeVの高分解能と p(e, e′K+)Λ, Σ0反応を用いて原子核乾板実験とは独立に

絶対質量スケールを較正できるという特徴を活かして、軽いΛ核に対する精密クラスター計算との比

較からハイペロン-核子間力の電荷対称性の破れ (CSB)、また中重 Λ核に対する 精密殻模型計算との

比較からΛをプローブとする中重Λハイパー核のコアの励起状態に関する新たな知見が得られつつあ

る [21]。

3.4 ハイパー核 γ線分光

γ線分光は、通常核の研究において強力な手段である。ハイパー核の研究においては、1980年代ま

では分解能に劣る NaI検出器による測定例が数例あるのみであったが、1990年代後半以降ゲルマニ

ウム検出器を使う技術が確立し、γ線放出を伴う崩壊が起きる粒子束縛の状態に限られるもののその

(励起)エネルギーの決定精度は、これまでの反応分光でのMeVオーダーに対して、数 keVという分

解能に向上するなど、長足の進歩が見られた。

1998年にハイパー核研究のためのゲルマニウム検出器システム、Hyperballが建設され、それ以来、

数多くの p殻Λハイパー核 (7ΛLi[12, 22, 23, 24],
9
ΛBe [25],

11
Λ B [26, 27], 12Λ C [27], 15Λ N [28], 16Λ O [28]) の

γ線が測定された。これらの結果は、特に閉殻に近い核 (7ΛLi,
9
ΛBe,

15
Λ N, 16

Λ O)については 2体の ΛN

間有効相互作用に基づいて理解することができる [29]。その特徴として挙げられるのは、Λのスピン

に依存する LS力が非常に小さい (NN 間の LS力の 1/100程度)一方で、 核子スピンに依存する LS

力はある程度大きく（NN 間のLS力の 1/10程度)、 NN 間相互作用にはない非対称 LS力が大きな

役割を果たしている。なお、この傾向については、Hyperballの実験結果だけでなく、NaIによって

測られた 13
Λ Cの γ線 [30]からも同様の結論が得られている。

しかし、この議論では、11
Λ B, 12

Λ C,10Λ Bの準位構造はうまく説明できない [31]。ΛNN3体力が重要な

役割を果たしているなどの可能性が指摘されており、今後の課題になっている。

他の興味深いトピックとしては以下のことがあげられる。7
ΛLiのB(E2)測定により、ハイパー核の

大きさがコア原子核 6Li に対して、19%縮んでいることが明らかになった [22]。また、弱崩壊後の娘

核の γ線観測により、弱崩壊の分岐比を測定することで、7
ΛLiの基底状態のスピン・パリティを決定

した [32]。

3.5 実光子によるストレンジネス生成の研究

実光子によるK中間子生成の研究は、K中間子の生成に十分なエネルギーを発生できる 1 GeV 超

のエネルギーまで加速できる電子線加速器が建設されるようになった 1950年代後半より行われてお

り、ストレンジネス生成機構の解明、バリオンスペクトロスコピー [33, 34]、核媒質効果の解明 [35]

を主たる目的として研究が発展している。陽子を標的としたK+ 生成反応の実験は SAPHIR-Bonn,

CLAS-JLab が精度の高いデータを報告している。また、陽子を標的としたK0生成反応についても
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SAPHIRのデータが存在する。その一方で、中性子を標的としたK中間子生成反応については、東北

大学 LNSにおけるNKSの測定結果まではデータが報告されていなかった。

東北大学 LNS(現 ELPH) においては、1.2 GeV STB リングに標識化光子発生装置を設置し、中性

K中間子スペクトロメータ (NKS) によって炭素標的、重水素標的を用いた γ + n → K0 + Λ 反応の

断面積の測定が行なわれた [36, 37]。その後、2005 年に NKS2 へとアップグレードされ生成したΛの

Λ → π− + p崩壊によって放出される π−と陽子の検出効率を高めた測定が可能となった [38]。

3.6 Λハイパー核弱崩壊の研究

ハイパー核研究が始まった当初より弱崩壊に関して精力的に研究されてきた。強い相互作用に対し

て安定な Λ核が現在まで唯一の弱崩壊研究の対象である。Λ核の弱崩壊では主に 2つの崩壊様式があ

る。一つは自由 Λ粒子の崩壊が核内で起こる中間子崩壊 (Λ → Nπ）、他方は核内核子と相互作用し

崩壊する非中間子崩壊である (ΛN → nN)。中間子崩壊は、自由 Λ粒子崩壊により崩壊過程がよくわ

かっているため、崩壊の始状態における Λ粒子を見る良いプローブとなっている。実際、4体系 Λ核

の中間子崩壊を精密に測定することで、Λ粒子の核内ポテンシャルを決定した。一方、非中間子崩壊

では中間子崩壊とは異なり、崩壊過程そのものに興味がある。核子間弱相互作用の研究では、例えば

散乱実験においては強い相互作用による散乱に隠され、パリティを破る散乱振幅のみ非常に小さい効

果であるが測定可能である。しかし、非中間子崩壊はストレンジネスが変化する弱過程であり、パリ

ティ保存・非保存両方の崩壊振幅が測定可能である。そのため、Λ核の非中間子崩壊はバリオン間弱

い相互作用の研究で重要な手段である。

非中間子崩壊で重要な観測量は、(1)崩壊分岐比 (Λn → nn, Λp → np)、(2)偏極Λに対する非対称

度、の２つである。崩壊分岐比（両モードの比を取ったいわゆる np比）は崩壊過程のアイソスピン

構造を強く反映する。終状態において、nn状態はアイソスピンが 1のみ許される一方、np状態では

0もしくは 1が許されるためである。1990年代までは、実験結果では終状態アイソスピン 1の大きな

寄与を示唆し、一方、中間子交換模型を基にした理論計算では強い π交換の寄与のためアイソスピン

0の優位を予測し、理論・実験で大きな相違があった。2000年代に入り、実験においては崩壊核子を

完全に同時計測することで、終状態相互作用及び 3体崩壊 (ΛNN → NNN)の寄与を排除した計測が

なされた [39, 40]。また、理論モデルの改良もなされ、現在は np比における理論・実験の不一致は見

かけ上解消されている。

崩壊分岐比がアイソスピン構造を反映するのに対して、非対称度はスピン・パリティ構造を反映す

る。パリティを保存・非保存する崩壊振幅間の干渉により、Λの偏極に対して非対称な崩壊をする。Λ

粒子の偏極量を中間子崩壊の非対称角分布により測定することで、理論モデルに依存しない非中間子

崩壊の非対称度の測定がなされた [41, 42]。実験結果は、崩壊分岐比をよく説明する理論計算と大き

く隔たる。クォーク交換模型、多中間子交換模型などの導入により非対称度の理論的再現の努力が続

けられているが、解明のため更なる実験情報が必要であり、np比に代わって新たな未解明問題として

残されている。

最近の実験結果より、非中間子崩壊として 3体崩壊 (ΛNN → NNN) の寄与が大きく、その分岐比

は非中間子崩壊全体に対して約 30%であることが明らかになっている [43]。強い相互作用で束縛され

たクォーク多体系であるバリオンがどのように弱い相互作用を感じるか解明するために、3体崩壊を

含め非中間子崩壊の実験情報を更に積み上げる必要がある。
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3.7 ダブルストレンジネス系の研究

ハイペロン同士の散乱実験は非常に困難であるため、ダブルハイパー核の観測が事実上唯一のハイ

ペロン-ハイペロン間相互作用の測定方法となる。

実験的にダブルハイパー核の研究が始まったのは今から半世紀前の 1960年代である。M. Danysz

らは、K−ビームを照射した原子核乾板中に連続弱崩壊のトポロジーを持った事象を発見し、10
ΛΛBe、

もしくは 11
ΛΛB と同定した [44]。その後の再解析では、10

ΛΛBeである可能性が最も高く、ΛΛ間の相互作

用は約 4 MeVの比較的強い引力であるとされた。Danyszらの報告があって間もなく、D.J. Prowse

によって 6
ΛΛHeの発見の報告がなされた [45]が、第三者による乾板写真の確認がなくその信憑性が疑

問視された。それから 20年以上空白の期間が流れた後、KEK-PSで行われたE176実験において新た

な事象が発見された。この実験では原子核乾板にカウンター類を組み合わせたハイブリッド・エマル

ション法という手法によって入射K−と散乱K+を同定し、統計とデータの信頼性を飛躍的に高める

ことに成功した。しかし、そこで見つかった事象は 13
ΛΛBもしくは

10
ΛΛBeの 2通りの解釈が残り、それ

によって ΛΛ間相互作用は引力にも斥力にもなり得るという結果となった [46]。

このように、ΛΛ核の研究は決定打の無い状況が長く続いたが、それを打破したのが、同じくKEK-

PSで行われた E373実験である。E373実験では、原子核乾板への照射方法の改良、ダイヤモンド標

的の使用、シンチレーティング・ファイバー検出器の採用等により、E176実験の 10倍の統計を実現

し、これまでに 7つの ΛΛ核を発見した。その中でもNAGARAと名付けられた事象では、励起状態

の不定性もなく一意的に 6
ΛΛHeと同定され、ΛΛ間相互作用は約 1 MeVの弱い引力であることが決定

された [47]。しかし、その他の事象では一意的な解釈が難しく、束縛エネルギーの核種依存性等を議

論するには全く実験データが足りないのが現状である。

一方、原子核乾板を用いないカウンター実験では、BNL-AGSで行われた E906実験で 4
ΛΛHの 2重

π崩壊を観測した [48]が、束縛エネルギーの測定までは至っておらず、さらなる検証が必要である。

ΛΛ核と密接な関係にあるのがHダイバリオン (uuddss)である。NAGARA事象の観測により、H

ダイバリオンの質量には, 2Λ閾値よりわずか 7.7 MeV/c2だけ軽い 2223.7 MeV/c2 という下限が与

えられた。安定なHダイバリオンを探索する実験はいくつも行われてきたが、証拠は見つかっていな

かった。一方、KEK-PSで行われた E224実験及びE522実験では、12C(K−,K+ΛΛ)X反応における

ΛΛ不変質量分布の閾値近傍にエンハンスがあり、これがH 共鳴である可能性がある [49]。しかし、

統計が不十分であり確定的な結論を得るには至っていない。一方、最近の格子QCD計算では、非常に

浅く束縛されたH の存在が示唆されており [50, 51]、H ダイバリオンはなお興味深い研究対象となっ

ている。

ΞN 間相互作用については、さらに乏しい実験結果しか得られていない。KEK-PS E224実験や

BNL-AGS E885実験において、12C(K−,K+)のMissing Massスペクトルで明確なピークまでは見

えなかったものの Ξ核束縛領域にシグナルが得られ、Ξ-核ポテンシャルは弱い引力であることが示唆

された [52, 53]。Ξ吸収から同時に 2個の Λ核が放出されるツイン・ハイパー核事象が E176と E373

実験の原子核乾板中に複数見つかっているが、原子核束縛状態からの Ξ吸収であると一意的に同定さ

れた事象はなく、Ξ核の束縛エネルギーを決めるには至っていない。
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3.8 重イオンビームによるハイパー核生成

高エネルギー重イオン衝突によるハイパー核生成は、陽子 (中性子)過剰ハイパー核や多重ハイパー

核など、 多様なハイパー核を生成できる可能性があること、 相対論的ブーストを利用して ハイパー

核の磁気モーメントを測定できる可能性があること、などから、新しいハイパー核生成法として期待

されている。また、その生成機構についても Coalesenceモデル などとの比較において興味がもたれ

ている。

しかし、実験的には大量のバックグラウンドの中から少ない信号を探さなくてはならないため、こ

れまでに行われた実験は数少ない。2000年までには、Berkeleyで行われた実験 [54]やDubnaで行わ

れた実験 [55] の 2例の報告があるのみであった。近年では、少しづつ報告が増えてはいるものの、ま

だハイパー核 研究の主流と呼ぶには程遠いという状況は変わっていない。2004年には、AGS-E864

が 11.5A GeV/cのAuビームと Pt標的で 3
ΛH の生成に成功したとの報告を行っている [56]が、バー

テックスの測定を行わず、S/Nが悪いことなどから、統計的に確実なものとは言えない。

このような状況で、2009年にRHICの STAR実験によって 3
ΛH とその反ハイパー核 (3ΛH) を観測し

たとの報告 [57]があり、注目を集めている。さらには、GSIにおいて重イオン衝突によるハイパー核

生成に特化した実験（HypHI実験 [58]）が開始され、最初のデータ収集を 2010年に行った。HypHI

実験は今後も規模を拡大しつつデータ収集を続けることを予定しており、その成果が期待される。

3.9 K̄N 間相互作用と K̄原子核束縛系の研究

カイラル対称性の自発的破れによるハドロンの質量の獲得機構の観点から、核媒質中の中間子の振

舞いは重要な問題である。特にストレンジネス S = −1の系では、K̄-原子核間の強い引力のため深く

束縛された K̄ 原子核状態の存在、中性子星コアに匹敵する高密度状態の形成可能性が指摘されてお

り、K̄N 相互作用及び K̄ 原子核束縛系の研究が近年その重要度を増している。

K̄N 間相互作用とK−原子

低エネルギー K̄N相互作用は低エネルギー K̄N散乱とK−水素原子の 1s状態の測定によって研究さ

れてきた。三つの独立なK−水素原子測定実験の結果は全てが引力的シフトを示す一方、散乱実験デー

タの解析では散乱長 [59]は斥力的であった。（”K−水素原子パズル”）この問題は 1997年にKEK-PS

E228実験 [60]によりK−水素原子の決定的なデータが得られたことで解決された。換算された散乱長

は散乱長解析と良い一致を示し、エネルギー閾値でのK−p間の相互作用は斥力的であることが確定し

た。そして 2010年DAΦNE (LNF, Italy)でのSIDDHARTA実験によって更に精密な測定が行われ、1s

状態のレベルシフト ϵ1s及び崩壊幅Γ1sはより小さい誤差で決定された：ϵ1s = −283±36(stat)±6(syst)

eV, Γ1s = 541± 89(stat)± 22(syst) eV [62]

他方重い原子核に対してはK−原子のX線測定によって古くは 1960年代より研究が行われてきて

いる。K−4He原子のような少数の例外を除き、それらの結果は π− 原子の場合と同様に光学模型の

枠組みで理解することが出来た。Batty、Friedmann、Galによって LiからUまでのK−原子データ

から現象論的なK−-原子核間ポテンシャルが求められたが、最もデータの再現性の良いものは約 200

MeVもの深さを持ち吸収性は弱いものであった [61]。

このような引力的ポテンシャルは殆どのK−原子のレベルシフトは斥力的という観測事実に矛盾す

る。しかし原子核束縛状態が形成される場合には波動関数の直交性から、原子状態のレベルは斥力的

10



にシフトすることが説明できる。従って、約 200 MeVにも達する引力ポテンシャルの深さとも合わ

せてK−原子の系統的研究はK−の原子核束縛状態の存在を示唆していた。最も単純なK−p二体系

では、K̄N の閾値の下に存在する S = −1バリオン共鳴状態 Λ(1405)(I(Jπ) = 0(1/2−))が、原子核

束縛状態であると考えられる。Λ(1405)は 3つの構成子クォーク状態としては記述しがたいことが知

られており [63]、K̄N の束縛状態と考えることで、E228実験により確立したK−水素原子の 1s状態

の斥力的シフトを無矛盾に理解できる。

K̄ 原子核束縛系

K̄原子核の研究であるが、中重核に関して岸本は前述したBatty-Friedmann-Galの深い光学ポテン

シャルに基づき、深く束縛した K̄ 原子核束縛状態の可能性を指摘した。更には in-flightの (K−, N)

反応により BNL-AGSやKEK-PSにて生成・探索可能であることを示した [64]。この予言に基づき、

BNL-AGS E930実験では 16O(K−, n)反応が測定された。そのMissing Mass分布の束縛領域に大き

なスペクトル強度が観測されたほか、束縛エネルギー 90 MeV近辺に K̄ 原子核の p状態と同定され

得る幅の狭いピーク構造の存在が示唆された [65]。さらにKEK-PS E548実験では統計精度を向上し、

(K−, p)反応も合わせて行われた。狭いピーク構造こそ再現されなかったものの、測定された束縛領

域のスペクトル形状から得られたポテンシャルはBatty-Friedmann-Galの深い光学ポテンシャルと矛

盾していなかった。また (K−, p)及び (K−, n)反応の比較により、各反応で生成される束縛状態にお

ける I = 0の K̄N 対の数に整合したアイソスピン依存性が観測された [66]。

一方軽い K̄ 原子核の研究も進められた。赤石・山崎は Λ(1405)を I = 0の K̄N の準束縛状態と見

なし、その質量及び幅、そしてMartinの K̄N 散乱長を再現する K̄N ポテンシャルを構築した。彼

らはこのポテンシャルを K̄-軽核系に適用し、「深い束縛・狭い幅・通常核の数倍の高密度状態」が実

現することを予言した [67]。（3
K̄
HT=0 = K−ppnでは束縛エネルギー 108 MeV、全崩壊幅 32 MeV。

2
K̄
HT=1/2=K−ppでは束縛エネルギー 48 MeV、中間子崩壊幅 61 MeV[68]）また 3

K̄
HT=0を観測する

ために 4He(K−
stopped, n)反応での生成率を議論した [67]。このような K−ppn状態を探索するため、

KEK-PS E471実験では 4He(K−
stopped, N) 反応が測定され [69]、さらに統計・分解能を上げたE549実

験が行われた。その結果、3200 MeV/c2以下の質量領域 (束縛エネルギー 110 MeV以上の領域)にお

ける幅 20 MeV 以下の狭い状態に関して静止K−当り 0.1 ∼ 1%未満という生成率の上限が与えられ

た [70]。

DAΦNEの FINUDA実験で 2003年に取得されたデータでは、6/7Liと 12C標的上の静止K−反応

から back-to-backに放出されるΛと pの不変質量分布上のピーク構造として、予言値を大きく上回る

束縛エネルギー∼120 MeV、幅∼70 MeVを持つK−pp束縛状態が示唆された [71]。K−ppは最も軽

い K̄ 原子核でありその重要性は明らかだが、当時はK−の 2核子吸収過程K−”NN”→ Y N の実験

的な情報の不足から、2核子吸収過程と残留核との再散乱によるものとの解釈もあった。その後に取

得されたデータでは、この解釈とも合致しない事実もあり、最終的な結論は得られていない。

また 2010年には pp衝突実験からK−pp生成を示唆する結果が報告された [72]。過去に SATURNE

加速器 (Sacley, France)で行われたDISTO実験 p+ p → p+ Λ +K+ (2.85 GeV)のデータを再解析

したところ、K+のmissing-mass分布、Λpの不変質量分布それぞれにK−ppの存在を示唆するシグ

ナルが得られた。K−ppであると仮定すれば、その束縛エネルギーは 103 MeV、崩壊幅は 118MeVで

ある。この場合、大きな生成断面積及び広い崩壊幅はコンパクトなK−ppが生成されたためである、

との解釈もあり興味深い。(通常原子核中での平均核子間距離が 2.2fmに対して、K−ppのサイズは

1.7fm以下 [72])

11



以上のように、K̄原子核の存在の決定的な実験的観測は今のところ存在しない。理論研究において

も、K−pp系ですら様々な計算の結果が一致せず統一見解が得られていない [73]。実験・理論両者に

おいて、更なる K̄ 原子核研究が不可欠である。

3.10 核媒質中でのハドロンの性質変化

sクォークを含んだハドロンをプローブとした核媒質中でのハドロン性質探求は、u/dクォークで

構成される通常の原子核媒質中には sクォークは通常存在しないため、実験的に明快である。特に、

sクォークを含んだハドロンのうち、ϕ中間子 (1−−、主に ssで構成されるベクター中間子)は核媒質

中での質量・崩壊幅などの変化が見やすいであろうと予想される粒子の 1つである。特筆すべき点と

して、そのレプトン対崩壊をプローブとする方法は媒質中での ϕ中間子の性質をほぼそのままの形で

観測出来るという最大の利点がある。しかしながら、(1) ϕ中間子の生成断面積が小さい。(2)レプト

ン対崩壊への崩壊幅が小さい。(3)レプトン対測定の技術的困難さ、等から高精度での ϕ中間子のレ

プトン対崩壊測定は 20世紀末に始まったばかりである

いくつかの ϕ中間子に関する実験のうち、特にKEK-PS E325実験は通常原子核密度下での ϕ中間

子の質量変化を見た初めての実験である。E325実験では pA → ϕX 反応で原子核中に生成した ϕ中

間子の電子対崩壊に対して質量分解能 1%で、ϕ中間子の質量を測定し、そのスペクトル上で質量が

通常原子核密度下換算で 3%減少していること見いだした [74]。レプトン対崩壊測定が非常に有効で

あることを確かめた実験例の 1つである。一方、CERN/BNL等で行われている重イオン衝突を用い

た比較的高温側の測定では、このような質量変化は見いだせておらず、環境の違いによるかどうか議

論の余地が残る。また、核媒質中で ϕ中間子または K中間子の質量が変化すると ϕ中間子のレプト

ン対崩壊とK中間子対崩壊への崩壊幅の変化として見える、という ϕ中間子に関するもう 1つ興味深

い予想がある。これらの測定も E325/CERN/BNL等で行われてきたが、現在のところ崩壊幅の有意

な変化を示す測定結果は報告されていない。さらには、基本的な量である ϕN 相互作用の強さを、生

成断面積の原子核依存性から導き出す試みも日本を含む世界各地で行われており、ϕN 相互作用は相

当大きいのではないかとの報告がなされている。しかし、未だ矛盾のない解釈にはたどり着いておら

ず、これからの進展が期待される。

4 研究計画

4.1 バリオン間の相互作用を理解できるか?

SU(3)f に拡張した八重項バリオン間相互作用は、対称性により、次の項に分解される。

8⊗ 8 = 27⊕ 8s ⊕ 1⊕ 10⊕ 10⊕ 8a

ここで、27重項および 10重項は、NN 間相互作用にも存在する多重項であり、核子の散乱実験に

よって、少なくとも、現象論的には詳しく分かっている。残りの項は、ストレンジネスが加わったこ

とで現れ、特に 1重項は、S=−2の系にのみ現れる。これらの新たな項を実験的に調べ、統一した枠

組みの中で、NN 間相互作用も含めて、理解しようとするものである。

Y N 散乱実験

12



クォーク描像に立った模型によると、斥力芯の源は、クォーク間のグルーオン交換によるカラー磁

気相互作用 (color-magnetic interaction)とクォーク間に働くパウリ原理 (quark Pauli効果)によると

考えられている。核子間の斥力は主にカラー磁気相互作用によると考えられているため、この項に

関してはある程度の情報は得られている。一方で、quark Pauli効果は Y N 相互作用で初めてあらわ

に現れるため、この斥力の強さを定量的に調べることは、斥力芯の起源を調べる上でも重要である。

この quark Pauli効果による斥力の強さを実験で定量的に調べるため、この効果が顕著に期待される

チャンネルを重点的に直接的な散乱実験を行う。低エネルギーで重要な S波で考えると、Σ+pの 1S0

状態は、NN(I=0)と同じ 27重項に属し、3S1 状態は、quark Pauli効果が強く効く (almost Pauli

forbidden)10重項に属している。NN 散乱の位相差が 700 MeV/c 付近で 0であることから、この付

近での (微分)断面積測定により、10重項の寄与だけを抜き出すことが出来る。斥力芯の拡がりを実

験的に測定するには、位相差のエネルギー依存性を見る必要がある。位相差を求めるには、部分波解

析が必要となるが、統計的に困難が予想されるため、まずは 90◦の微分断面積から位相差を求めるこ

とから始める。90◦での微分断面積の測定は、高次の波の寄与が少ないため、斥力の強さを示す S波

の位相差に非常に敏感な観測量となるためである。

これまでの散乱実験では、画像記録とその解析を主たる手法としていたため、使用するビーム強度

が限られていた。また、ハイペロンの生成及び散乱は、主として炭素標的からの準自由過程で生じた

ものであり、運動学が決まらずそれらの事象が解析に使えたかったため、統計が限られていた。そこ

で、生成及び散乱標的には、液体水素を採用し、二体運動学から生成・散乱事象を同定する新たな手

法を使う。クリーンに識別可能な 1.3–1.4 GeV/cでの p(π+,K+)Σ+ 反応で前方に放出されるK+で

生成を捉えることにより、0.4–0.7 GeV/cのΣ+ビームが標識化できる。充分な統計を得るためには、

107Hz以上の πビームを扱う必要があり、そのためのR&Dも進められている。また、散乱事象は液

体水素標的周囲に設置したトラッカー及びカロリメータで同定する。生成ビームを π+の代わりに π−

を用いると、Σ−ビームを生成することができる。Σ−p(I=1/2,J=0)には、quark Pauli効果の強く効

く 8s重項が含まれる。また、Σ−ビームでは、粒子の種類を変化させる Σ−p → Λnの測定も同時に

可能であり、系統的な ΣN 散乱の研究となる (J-PARC E40実験)。

散乱実験における偏極観測量測定

偏極観測量は、角運動量の偶奇の項の干渉から生じるものであり、原子核の魔法数を説明するスピン

軌道 (LS)力とも関連している。クォーク描像の模型によると8s重項と8a重項の間と結ぶLS(−)力の

大きさはLS力の起源とも絡んで興味が持たれている。ハイペロンは弱い相互作用で崩壊するので、そ

の崩壊を測定することによりその偏極がわかる。充分な統計さえあれは、散乱後の偏極 (Polarization)

が測定できる。また、生成の運動学によっては偏極したハイペロンを生成できるので、散乱の左右非

対称度 (Analyzing Power)を測定可能である。まずは、上記の Σp散乱実験で、断面積の他に偏極観

測量を測定することも行う。

ダブルストレンジネス系の研究

一方、S=−2の 1重項、いわゆるH-チャンネルは、quark Pauli効果が働かないこととカラー磁気

相互作用による強い引力によって、斥力芯がないどころか引力芯が予言されている。uuddssの 6つの

クォークで構成されるHダイバリオンの存在確認が予言の検証となる。また、二体のバリオン間相互

作用でみると、この項は、ΛΛ, Ξ−p(Ξ0n), Ξ−p → ΛΛ のチャンネルに寄与する。これらの散乱実験

は非常に難しいため、ΛΛ核や Ξ核の分光、Ξ−原子のX線分光などの S=−2多体系の研究を通じて
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調べることになる。S=−2多体系の研究計画については別のところで述べる。

その後の Y N/Y Y 散乱実験

S=−1の ΣN の散乱実験では、∼1.1 GeV/cの (K−, π±)反応を用いると、1 GeV/cまでの Σビー

ムを生成できる。ただし、散乱角度の大きな (40◦より後方)の π±を捉える必要がある。また、前述し

たように生成の運動学を選ぶことにより偏極したΣビームが生成可能である。そのような実験を行う

セットアップとして、双極電磁石中に TPCを設置した大立体角スペクトロメータが考えられる。前

方へ放出された πは、トリガー段階で落とし、興味のある高エネルギーのΣを生成した事象を効率良

く取得する。これによりより広いエネルギー領域において、断面積、偏極観測量を測定し、位相差の

エネルギー依存性を求める。

LS(−)力に関連して、ΣN 閾値領域での Λp散乱の Polarization (左右非対称度)に関心がもたれて

いる。ただし、Λを生成する場合には、原子核中の中性子を標的とするため、散乱前の Λの運動量は

生成反応の測定のみでは分からず、散乱後の p及び Λ → π−pの全てで測定する必要がある。大立体

角スペクトロメータを用いれば、このようなことが可能となる。

S=−2の散乱実験については、∼1.8 GeV/cの p(K−,K+)Ξ− 反応で Ξ− を生成することにより、

Ξ−pチャンネルの測定が可能かもしれない。ただし、この場合には、Ξ−の運動量は 600 MeV/c以上

となる。H チャンネルの研究についていえば、低エネルギーの Ξ−p → ΛΛが興味深い。生成標的と

散乱標的との間にディグレーダーをうまく配置した大立体角スペクトロメータを使って、液体水素中

での静止 Ξ−事象を測定する。

バリオン多体系を形成する核力という意味では、低エネルギーのY N散乱実験も興味深い。DAΦNE

のような施設で ϕ → K+K−からの低エネルギーのK−を高圧水素 TPC(要開発、R&D)中で止め、

バイアス無しその反応を記録する最新版泡箱検出器のようなシステムで測定可能かもしれない。

S=−3の相互作用

ΩN 相互作用は、十重項バリオンと八重項バリオンとの相互作用であり、これまで研究されてきた

八重項バリオン同士の相互作用の枠組みに収まらない全く新しい相互作用である。Ω−は十重項バリ

オンの中で唯一の強い相互作用における安定粒子であり、原理的にその相互作用を直接測定すること

が可能な唯一のメンバーである。十重項バリオンと核子の相互作用の中でも∆N 相互作用は、2π交

換型 3体力など従来の核力研究において重要なウェイトを占めてきた。十重項-八重項バリオン相互作

用の理論的な枠組みの構築とΩN 相互作用の直接測定が進めば、核力研究に対して新しいインプット

を与えられる可能性がある。

測定方法としては、原子核乾板中に Ω−を静止吸収させる実験や、Ω核スペクトロスコピー、ΩN

散乱実験、Ω原子のX線測定等が考えられる。中でも、Ω原子X線測定は、Ω-核ポテンシャルと同時

に、Ω−自身の電気四重極モーメントを測定することができるという点で非常に興味深い（Ω−はスピ

ンが 3
2 なので、電気四重極モーメントを持つ）。

また、S=−3のハイパー核には他にも ΞΛ核、ΞΣ核、ΛΛΛ核などがあり、これらの測定によって、

ΞΛ, ΞΣなど Y Y 相互作用の情報が得られると期待される。

バリオン間の弱い相互作用

バリオン間の弱い相互作用については、Λ核の非中間子崩壊により調べることができる。相互作用

のスピン・アイソスピン構造を決定することが今後の課題である。始状態アイソスピンは I=1/2であ

り、S状態のみを考えると、以下の 6つの振幅ががある。
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図 5: ∆I=1/2を仮定した場合の振幅と 4
ΛH, 4

ΛHe, 5
ΛHeの np比の関係。

• 1S0 →1 S0(a),
3 P0(b)(I = 1),

• 3S1 →1 S1(c),
3D1(d),

1 P1(e)(I = 0),

• 3S1 →3 P1(f)(I = 1)

また、中間子崩壊においては、崩壊前後でのアイソスピンの変化が 1/2 である反応がおこりやすい

(∆I=1/2ルール)ことが知られているが、非中間子崩壊において同様なのかは自明ではない。4,5体

系Λ核の np比を精密に測定することにより、6つの振幅の関係と∆I=1/2の成立の可否がわかる (図

5)。5
ΛHeの np比はすでに測定されているので、4

ΛHeの np比の測定を行い、∆I=1/2を仮定した場合

でのアイソスピン構造の決定を行う。

その後、∆I=1/2の検証のため、4
ΛHでの np比を測定する。4

ΛHを生成するためには
4He(π+,K0)

や 4He(K−, π0)反応のような荷電交換反応を用いるか、4He(e, e′K+)反応のように電子ビームを用い

る。中間子ビームを用いる場合は、π0スペクトロメータあるいはK0スペクトロメータが必要となる。

また、電子ビームでの生成は生成断面積が小さく、それを補償するため大強度ビームすなわち高バッ

クグラウンド環境下での測定となる。どの反応で行うのが最適なのか検討が必要である。

4.2 多体系におけるハドロンの振る舞いは裸のハドロンとどのように違うのか？

状態混合と３体力

多数の核子が存在する原子核内では、ΛN -ΣN 結合相互作用を ΛN 有効 2体力と ΛNN の 3体力に

分けて考えることがができる。このような 3体力は、通常核でも (∆を励起して)存在し、中性子星の

研究においても重要な役割を果たしている。Λ核の場合は、ΛとΣの質量差が 80 MeVと通常原子核

の場合のm∆ −mN ∼300 MeVに比べて小さいため、この結合による 3体力や Λ状態と Σ状態の混

合が大きい。

ΛNN3体力の寄与の可能性は、これまでの p殻 Λ核での γ 線分光で指摘されていたが、J-PARC

E13実験では、10
Λ B, 11Λ Bの γ線分光を行い、さらに詳細に調べる。ΛN -ΣN 結合やΛNN3体力の効果
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n

p

glue-like role of 

図 6: 6
ΛH基底状態のエネルギー。非束縛のコア核

5Hに Λを加えると Λの glue-like roleとコヒーレ

ント ΛN -ΣN 結合で∼4 MeV の束縛となる [75]

はコヒーレントに効くため、中性子過剰 Λ核で顕著に現れると期待される。従って、その系統的な研

究が重要である。中性子過剰Λ核は、(e, e′K+)反応や (π−,K+)反応で作られるが、J-PARC E10実

験では、9Be(π−,K+)9ΛHe, 6Li(π−,K+)6ΛHを測定する。特に
6
ΛH=(5H + Λ)は、1.7 MeVで非束縛

コア核に Λが入ると、Λの glue-like roleにより 2.6 MeV程度の束縛エネルギーになり、コヒーレン

ト ΛNN3体力の効果によってさらに 1.4 MeVの束縛エネルギーを得るとの理論計算もあり [75]、興

味深い (図 6)。

荷電対称性の破れの効果

NN の世界では、pp、nn間相互作用の違いである荷電対称性の破れの効果は、3Heと 3Hの束縛エ

ネルギーの精密理論研究から、非常に小さいことが分かっている。しかし、4
ΛH、

4
ΛHeの束縛状態のエ

ネルギーの違いは 350 keVとCoulomb力の違いを考慮しても大きい。また、両者の 1+ → 0+ 遷移 γ

線をNaI(Tl)検出器を測定して得られた準位間隔は 1.04±0.04 MeV(4ΛH)と 1.15±0.04 MeV(4ΛHe)と

[76]大きく違い、ΛN 間の荷電対称性の破れ (CSB)として、依然、未解決の問題である。

まずは、過去の実験データの見直しが考えられている。J-PARC E13では、4
ΛHeの 1+ → 0+遷移を

ゲルマニウム検出器Hyperball-Jで分解能、統計精度を向上した測定をする。一方、4
ΛHについても、

JLabやMainzなどで (e, e′K+)反応分光による準位間隔や励起エネルギーの測定が考えられている。

CSBの研究には、s殻 Λ核に限らず、p殻のミラー Λ核の束縛エネルギーや準位間隔の測定、比較

も重要である。

媒質中でのハドロンの性質
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(2011 and near future)
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図 7: これまでに確認、研究された Λハイパー核の核図表。生成や調べられた反応も図中に示してあ

る。6
ΛH, 9

ΛHe, 19
Λ Fについては近未来に測定が予定されている。

束縛されたΛ粒子の g-factorを、Λが spin-flipするM1遷移強度 (B(M1))を測ることにより、求め

ることが計画されている。弱結合模型によると、Λ核の Λの spin-flipによる Jup → JdownのB(M1)

は、コア核のスピンおよび g-factorを Jc, gc、Λの g-factorを gΛとすると、

B(M1) =
3

8
π
2Jlow + 1

2Jc + 1
(gc − gΛ)

2

となる。B(M1)は、ドップラーシフト減衰法により寿命を測定することで測定できる。J-PARC E13

では、7
ΛLi(3/2

+ → 1/2+)の測定を行う。他に 11
Λ B(7/2+ → 5/2+)、19

Λ F(3/2+ → 1/2+) などの可能性

も検討されている。

一方、J-PARC E16実験では、原子核中におけるϕ中間子の電子対崩壊を測定することによって、媒

質中でのハドロンの性質を直接調べる。この実験はKEKPS-E325 実験で初めて得られた、ϕ中間子質

量スペクトラムの変化を、さらなる高精度かつ高統計で確立することが目標である。軽い陽子 (p)から

重い鉛 (Pb)等までの様々な原子核標的を用いて系統的な研究を進め、また、質量変化の運動量依存性

(分散関係) を導出する。さらには、E325実験で得ることの出来なかった詳細な電子対崩壊とK中間子

崩壊の比較を行うべく、K中間子スペクトロメーターの追加導入が現在考えられている。E16 実験は、

核物質効果の理論予想に対する決定力を向上させ、電子対測定によるベクトル中間子測定の決定的実

験となるであろう。その他、p̄A → ϕϕX 反応を用いて ϕA束縛状態を探索する J-PARC E29実験や、

SPring-8 LEPS/LEPS2実験においては γA → ϕX反応を用いてϕN相互作用を詳細に調べることが計

画されている。また、高温状態下でのハドロン性質は、引き続きBNL-RHIC/CERN-LHC/GSI-FAIR

などの重イオン衝突実験によってこれからも研究が進むことが期待されている。

ハイパー核の様々な生成・同定手法の確立
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図 7にこれまで研究、または近い将来に研究されるであろう S = ±1の (反)Λハイパー核の核図表

を生成・研究手法とともに示す。多体系としてのハイパー核の研究には、それに適した多様なハイパー

核生成や研究手法の開拓が非常に重要となる。これらの手法や技術・ノウハウの開発・蓄積を各種実

験や R&Dの中で着実に進めていく必要がある。(Λ)ハイパー核およびその励起状態の生成・同定法

として検討されている新しい手法を挙げる。

• Decay Pion Spectroscopy

Λ核の弱崩壊 π−の測定自体は古くから行われているが、(e, e′K+)反応により薄い標的を用い

たハイパー核生成手法が確立したことにより、直接あるいはフラグメントとして生成され静止

した Λ核の２体中間子崩壊からの単色 π−の測定を精度良く行い、これらの Λ核の基底状態の

エネルギーを 100keV以下の精度で測定することができると期待されている。本手法の分解能は

主に π−検出器と標的厚で決まるが、ストレンジネス生成を保証するためのK+同定および高

品質大強度の電子線を必要とする。Mainz (KaoS project) および JLab (E10-011)実験として

計画、予備実験が進んでいる。

• Auger Neutron Spectroscopy

ハイパー核の中には核子を放出することによりより安定なハイパー核へと崩壊する励起状態を

持つものがある。このような核子非束縛領域にあるハイパー核のエネルギー準位は核子崩壊に

対し不安定であるとはいえ、寿命は比較的長く崩壊幅は数 100keV よりも細い。ここで放出さ

れる 1–10MeV程度のエネルギーを持つ中性子を 100keV 程度のエネルギー分解能で測定するこ

とができれば、核子非束縛領域のハイパー核の分光研究が可能になる。

これを実現するためには高バックグラウンド下で動作する大立体角、高時間分解能の中性子カ

ウンターを開発する必要があり、現在、そのような基礎研究が進んでいる。

• 重イオンビームによるハイパー核生成
HypHI実験の発展。Invariant Mass Spectroscopyという手法上、陽子のドリップライン側のハ

イパー核、すなわち、(軽い)陽子過剰 Λ核の研究に有利である。相対論的ブーストを利用した

ハイパー核磁気モーメント測定に向けての基礎的な研究としても重要である。

• γ-Weak Decay Coincidence法

γ線分光において、γ-γ同時測定手法は非常に強力である。ハイパー核 γ線分光においては、弱

崩壊で放出される π−, π0, p と γ線の同時計測も可能で、核種同定に有効な手段となりうる。

中性子過剰 Λ核

ストレンジネス注入による原子核の変化として興味深い対象の一つは、中性子過剰 Λ核である。Λ

の glue-like roleにより、中性子過剰核の非束縛状態に Λを加えるとその状態は束縛することがある。

また、中性子ハロー構造が消失するなどが期待される。パリティ反転が起きている中性子過剰核 11Be

に Λを加えた 12
Λ Beをはじめとする中性子過剰 Λ核の系統的な分光を行う。生成反応には、(e, e′K+)

や (π−,K+)反応が考えれれるが、特に (π−,K+)反応は生成断面積が小さいので、分散整合を用い

て、ビーム粒子の測定を不要にし、108–109Hzのビームを扱うことを可能にするHigh-Intensity High-

Resolution (HIHR)ビームラインが必要である。HIHRでは、∼100 keV(FWHM)の分解能が達成可

能である。
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図 8: Skyrme Hartree-Fock + BCS計算による 24Mg及び 25
Λ Mgの Potential Energy Surface[77]

中重～重い Λ核高分解能分光

HIHRでの (π+,K+)反応や JLabでの (e, e′K+)反応を用いての中重～重いΛ核の反応スペクトル

を∼100 keV(FWHM) の分解能で測定する。また、pΛ → sΛ遷移 γ線の測定などから、重い Λ核の

spin-orbit splittingの精密測定など精密な構造研究を行う。

γ線分光によるB(M1),B(E2)の系統的測定

原子核の大きさが縮む現象については、既に実証されているが、このような現象は、ある種のクラ

スターが発達した原子核で起こりやすいと考えており、様々な Λ核での E2遷移強度 (B(E2))の系統

的な測定から結論が得られるかもしれない。様々な核種でのB(M1),B(E2)の系統的測定を行う。

Λをプローブとした原子核の変形構造の研究

原子核の基底状態には変形を伴った核が多く存在する。そのような変形した核子多体系の構造は、

核子の集団運動が顕在化した素励起を γ 線分光で測定することで、調べることが可能である。特に、

異粒子である Λを混在させ、コア原子核の応答を調べることにより、コア原子核自体の構造につい

て新しい知見が得られる。例えば、sd殻領域で変形が顕著な偶偶核である 24Mgに Λを加えた 25
Λ Mg

のコア核の 2+1 , 4
+
1 , 2

+
2 に対応する状態のエネルギーを測定することで、Λが引き起こす変形度の変

化を変形パラメータ (β, γ)の 2つの自由度について求めることができる (図 8)。このような変化は
25Mg(=24Mg+n)、つまり最外殻に中性子を加える場合とは違い、s軌道にΛを加えることにより、深

部から変化がもたらされる。これから、24Mgの基底状態の変形が rigidであるか softであるかが判る。

ハイパー核の磁気モーメントの測定

どのように測定したらよいか、アイデアはないが、Λ核の磁気モーメントの測定は非常に重要で面

白い。5
ΛHe,

9
ΛBe,

13
Λ Cなどは、コア核は磁気モーメントを持たないので、ΛN -ΣN 混合の影響や媒質

効果を受けた (束縛された)Λの磁気モーメントが測定できる。

4.3 高密度核物質の性質は？

S=−1のハイペロンの相互作用

S=−1のハイペロンの相互作用として、中性子が多い環境下での ΛとΣ−の相互作用あるいはポテ

ンシャルの決定が重要となる。Σ−N 間相互作用は、これまでの研究で斥力であることはわかってい
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図 9: ΛΛ核の核図表。実験で曖昧さなく同定されているのは、NAGARAと名付けられた事象 (6ΛΛHe)

のみである。

るが、もっと定量的な大きさは、前述のΣ±p散乱実験により決定できる。一方、Λのポテンシャルに

ついては、中性子過剰Λハイパー核の研究、特に、系統的なデータが集まる中で明らかになっていく

と思われる。

S=−2の相互作用とダブルストレンジネス系の研究

S=−2の相互作用の大きさの測定は重要で、特に、ΛΛ間相互作用、Ξ−-原子核ポテンシャル (これは、

ΞN(I=0,1)の相互作用をその原子核のスピン・アイソスピンで平均化したもの)、さらには、ΞN → ΛΛ

(これは Ξ−-原子核ポテンシャルの虚部)の情報が不可欠である。これらは、J-PARC K1.8ビームラ

インにおいてダブルストレンジネス系の研究プログラムの様々な実験で測定される。既に実験提案が

認められ近い将来に走るであろう 3つの実験をあげる。

まず第一に、ハイブリッド・エマルション実験 (J-PARC E07)があげられる。これまでダブルスト

レンジネス系の研究で大きな成果を上げてきた手法を更に発展させ、ΛΛ核 (図 9) を E373実験の 10

倍にあたる 100事象を発見し、また、ゲルマニウム検出器 (Hyperball検出器)で Ξ−吸収に伴う Ξ−

原子のX線を測定する。さらに、カウンター系による (K−,K+)反応を要求せずに全自動システムに

より、原子核乾板のスキャニングを行う (general scan) ことにより 1000事象のΛΛ核を発見すること

を目指している。ΛΛ核の核種同定は困難ではあるが、これだけの事象数があれば 10核種程度の同定

は期待される。そうなれば、Λ粒子 2つの束縛エネルギー (BΛΛ)の核種依存性がわかり、より詳しい

ΛΛ相互作用がわかる。Ξ−原子X線測定では、レベルシフトを見ることにより、また、Ξ−吸収の後

にシングル Λ核が 2つ生じるツイン・ハイパー核事象の解析によっても、核表面付近の Ξ−-原子核ポ

テンシャルが測定でき、ΞN 相互作用の情報を与える。

他には、ΛΛ核の弱崩壊モードの分岐比の測定があげられる。通常考えられる非中間子崩壊モード

は、ΛΛ → ΛN であるが、安定な H 粒子は、H → Σ−pのような崩壊をすると言われているので、
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ΛΛ → ΣN のようなモードの分岐比が大きければ、核内の ΛΛはH 粒子となっている可能性がある。

第二として、Ξ−Fe原子の X線をゲルマニウム検出器である Hyperball-J検出器で測定する実験

(J-PARC E03)があげられる。Ξ−Fe原子の (n, l) = (5, 4)の状態は Ξ−の原子核ポテンシャルによる

強い相互作用の影響で位置、幅が変化する。これを (6, 5) → (5, 4)遷移の X線を測定し、Ξ−の核表

面付近での原子核ポテンシャルを求めるもので、原子核内部のポテンシャルの情報が得られる Ξ核の

分光と相補的な実験である。

第三番目は (K−,K+)反応による Ξ核分光である。前述したように、測定器の分解能や統計の問

題で Ξ核状態をピークとして観測したことはなく、Ξ核の存在はまだ確立していない。そこで、ビー

ム・散乱側双方に分解能の良いスペクトロメータを採用し J-PARCの大強度K−ビームを用いて、∼3

MeV(FWHM)の分解能で Ξ核を初めて観測しようとするものである。Ξ核状態のエネルギーや幅か

ら、Ξ-原子核ポテンシャルの実部と虚部の大きさやその基となる二体相互作用、ΞN , ΞN → ΛΛの情

報が得られる。最初の実験としては、散乱粒子スペクトロメータとして、SKS電磁石の入口に D電

磁石を追加した立体角 30msrの SksPlus用いて、12Cを標的とした 12
Ξ Beを測定する (J-PARC E05)。

(K−,K+)反応分光のためのより分解能がよく立体角の大きいスペクトロメータ S-2Sを建設する計画

も認めれた (特別推進研究「マルチ・ストレンジネス多体系の精密分光」H23–27) ので、実験の時期

によっては、S-2Sを用いての実験となるかも知れない。

Ξの束縛状態が存在し、かつ、分光が成り立つ程度に状態の幅が狭いかどうかは、その後の Ξ核分

光実験の方向性を決定づける。幅が広い、すなわち、Ξポテンシャルの虚部が大きい場合や適度な大

きさの虚部を持つ場合には、ΞN -ΛΛ結合を通じて、ΛΛ核が生成され、(K−,K+)分光により測定可

能であることが期待されている。ただし、ΛΛ核の基底状態 (2つの Λが s状態に入った状態)は生成

できす、1つのΛは p状態にある励起状態を生成すると考えれており、ΛΛ核の励起状態を調べる有力

な手法となりうる。手法の確立も兼ねて、12C, 16O標的で、12
Ξ Be, 12

ΛΛBe,
16
Ξ C, 16

ΛΛCを研究する。ΛΛ

核の励起状態の系統的なデータがそろえば、s状態の Λと p状態の Λ間の有効相互作用の大きさが分

かるであろう。

Ξ核の分光が成立することがわかれば、次のステップとして 2つの方向が考えられる。まず 1つは、

広い質量数領域での Ξ核の分光を行い、質量数依存性を調べることである。Λ核分光で行ったように

Ξの（その原子核で)平均したポテンシャルや殻構造などが明らかになる。また、Ξ−は、負電荷をも

つため、いわゆるCoulomb-Assisted Bound Statesが生じる。それらがどのように現れるか？も興味

深い。

2つめとしては、スピン、アイソスピンチャンネル毎の ΞN 相互作用を知りたい。そのためには、

スピン、アイソスピンのチャンネルを制御して、Ξハイパー核分光を行うことである。スピンとアイ

ソスピンで平均化された相互作用をみるには、5
ΞH=(αΞ−)がよいが、(K−,K+)反応で直接生成でき

ない。代わりに、7
ΞH=(αΞ−nn)や 10

Ξ Li=(ααΞ−n)を測定するアイデアが出されている [78]。

次には、(K−,K0)反応による Ξ核生成及び分光である。(K−,K+)反応は、必ずアイソスピンを 1

変える (∆I=1)に対して、(K−,K0)は、∆I=0の状態も励起できる。そのためには、Ks → π+π−を

検出するK0スペクトロメータが必要である。検討すべき点が 2点ある。まずは、分光実験に充分な

分解能をどのようにして達成するかという点である。次には、Ksを検出するだけでは、目的としてい

る (K−,K0)反応かそれとも単なる荷電交換反応 (K−,K0)か区別がつかないことである。そのため

には次に示す LAHDSとの組み合わせて (あるいは、K0スペクトロメータと一体化した LAHDSで)、

生成したハイパー核からの崩壊粒子も検出し、ストレンジネスの生成を同定する手法が必要である。
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これまでのダブルストレンジネス系の研究では、得られるビーム強度と検出器系、データ収集系等

の許容される計数率で、その統計が決まってきた。研究を飛躍的に発展させるには、これらの制約か

ら脱却する必要がある。これまでの原子核乾板やシンチレーティング・ファイバー検出器に代わる検

出器として、トリガーによる動作が可能なタイムプロジェクションチェンバー (TPC)を中心とした

大立体角のハイペロン崩壊検出器 (Large-Acceptance Hyperon Decay Spectrometer, LAHDS)を開発

する。これまでの (K−,K+)反応同定用のスペクトロメータ系と組み合わせる (散乱K+スペクトロ

メータは LAHDSと一体化する可能性もあり)ことにより、ΛΛ相関を調べ、共鳴状態のH ダイバリ

オンの探索とその研究を行う。また、この検出器を用いた系統的な実験で ΛΛ相互作用の原子核依存

性などを調べると原子核中と真空中での ΛΛ相互作用の違いがわかるかもしれない。さらに、この検

出器では、連続して起こる中間子弱崩壊事象を検出することにより、ΛΛ核事象を発見できる可能性

もある。

K 原子核の研究

高密度核物質が実現される可能性として、K が注目されているが、未だにK 原子核の存在は確定

していない。まずは、K原子核で一番単純なK−ppの束縛状態の存在を確認することが非常に重要で

ある。そのような実験がいくつも計画されている。

• K−(in-flight)+3He→ K−pp+ n, K−pp → p+ Λ → p+ p+ π− (J-PARC E15)

• π+ + d → K−pp+K+, K−pp → p+ Λ → p+ p+ π− (J-PARC E27)

• p+ p → Λ + p+K+ (GSI FOPI)

• K−(stopped)+3/4He→ Λ + p+ n etc. (AMADEUS, J-PARC LoI)

• γ + d → K−pp+K∗(K + π) (LEPS, LEPS-2)

これらの実験の特徴は、生成反応と崩壊反応の両方を検出する実験であり、終状態粒子の全てを検出

する完全実験 (E15, FOPI, AMADEUS)が望ましい。E27実験では、終状態粒子のうち 2つの陽子を

検出し、バックグラウンドを落とす。また、その変種として (K−, π−)反応を用いてK−pp系を生成

することも考えられる。それぞれの反応での運動量移行の大きさは違っている。単純には運動量移行

が小さい方が有利と思われるが、高密度状態が生成している場合は、運動量移行が大きいほど断面積

が大きいとの議論もあり、これらの反応の比較により密度 (大きさ)に関して何らかの議論ができるか

もしれない。

K−ppの束縛状態の存在が確認された後には、(1)この系を更に詳しく調べる。(2)重いK核を探索

する。(3)二重K 核を探索する。ことが考えられる。

(1)まずは、K−pp系の中間子崩壊分岐比と非中間子崩壊の分岐比を測定する。中間子崩壊 (πΣNs,

πΛNs)の測定で、スペクテータNsの運動量分布から、系の大きさが推測できる。また、崩壊後の Λ

と pの偏極の同時測定ができれば、スピンやパリティが決定できるかもしれない。

(2)K−ppがきれいに見えた反応を用いて、標的を変えて重いK 核を探索する。ただし、きれいな

二体崩壊モードは期待できない。また、K−ppn(K−ppp)→ Λ+ p+ n(p)のDalitz plotからK核の大

きさが見積もられる可能性も議論されている [80]

(3)図 10に示すように、AMD計算によると、1つのKの注入で上がる密度が 2つKの注入でさら

に上昇する [81]。また、一番単純な系K−K−ppは Λ∗Λ∗であり、H ダイバリオンの励起状態とも捉
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図 10: AMD計算によるK 原子核の密度分布 [81]。

えることができる。KK相互作用など、K凝縮との関連もあり、興味深い対象である。一番単純な系

がH ダイバリオンの励起状態とみなせることから分かるように二重K 核は、Ξ核よりはるかに励起

した状態であり、その生成には Ξ核の生成に用いた (K−,K+),(K−,K0)反応が使える。ただし、崩

壊粒子の検出は必須である。他には、反陽子ビームを用いた反応 (p+3/4He)や p-p, p-A衝突による生

成が提案、検討されている。

トリプルストレンジネス多体系の研究

さらにストレンジネスを加えた S=−3のバリオン多体系は色々な意味で興味深い。一例をあげると

ΛΛΛ核である。基底状態の核では、3番目の Λはパウリ効果を受けて、s状態には入れず、p状態に

入るのだろうか？Λの一体場ポテンシャルは他の Λとの ΛΛ相互作用やパウリ効果の影響を受けてい

るのだろうか？などの疑問が浮かぶ。ΛΛ間のLS力も測定できるかも知れない。S=−3ハイパー核は

Λが 3つも入ったことにより、陽子、中性子と本当の意味で対等になった SU(3)f 原子核である。

S=−3原子核を生成、観測する方法として Ξ−を介して S=−2原子核を生成したように Ω−を原子

核乾板に静止させ、原子核乾板中で 4つの崩壊バーテックスを持つ事象を探す方法が考えられる。Ω−

の生成反応には、K−ビームを用いる場合と p ビームを用いる場合があり、ビーム運動量とその断面

積は、以下の通りである。

• K−p → Ω−X 5–10 GeV/c,　 1–4µb[79]

• pp → Ω
+
Ω− 5–7 GeV/c, 0.1µb以下

どちらの反応を用いるにせよ、10 GeV/cのMass-separated ビームラインが必要であり、K−ビーム

の場合はビームラインの長さを可能な限り短くしたいので、静電セパレータによる質量分離ではなく、
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図 11: 他のワーキンググループとの関係図。

RFセパレータが必要になるであろう。また、生成されるΩ−ビームの運動量は、Ξ−の時より高いの

で、原子核乾板へ静止させる収量をあげる方法の検討が必要である。

他のアイデアは、高エネルギー重イオン衝突で Coalescenceで生じる多重ストレンジネスハイパー

核を探す方法である。Coalescence factorは 0.01程度とされている。さらには、反重陽子をビームと

して使うアイデアもある。対消滅により、∼4 GeVものエネルギーが解放されるので、ストレンジネ

スの生成が集中し、多重ストレンジネスの生成に有利かもしれない。

5 他のワーキンググループとの関係

図 11にハイパー核・ストレンジネス核物理ワーキンググループを中心とした他ワーキンググルー

プとの関係を示す。

ハドロン物理ワーキンググループとは、研究目的、対象も非常に近く、研究手法や実験装置、施設

は共通している。原子核中でのハドロンの性質、K原子核などは、ハドロン物理でも関心のある研究

テーマであろう。ストレンジネス物理では、特に「ストレンジネスをツールとして」との観点でこの

報告書をまとめたので、不純物としてのストレンジネスの延長であるチャーム自由度によるハドロン、

原子核の研究などは本報告書では触れなかった。ハドロン物理ワーキンググループでの議論に期待し

たい。核子構造ワーキンググループとは、ハドロンの構造やその構造が原子核などの多体系でどのよ

うに変化するかとの点で共通の関心があるだろう。
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不安定核物理ワーキンググループとは、今後連帯を深めていく必要が多いにある。中性子過剰Λ核

の研究がその接点となる。中性子過剰核で見られるような中性子のハロー構造などがΛの注入により

どうなるかは、ストレンジネス物理として興味深いテーマである。一方、中性子過剰核では、粒子束

縛にはならず、γ線分光などが行えない状態がΛの glue-like roleにより、中性子過剰Λ核では粒子束

縛になり、核構造を調べることが可能になるなど、ハイパー核物理の手法が不安定核研究の手段とし

て応用できる可能性がある。

重イオン反応は、中性子過剰あるいは陽子過剰ハイパー核や多重ストレンジネスハイパー核の生成

反応として重要である。更に、とくに高エネルギー重イオン反応では、相対論的な速度をもったハイ

パー核を生成でき、ハイパー核の磁気モーメント測定などが可能になるかもとの期待もある。

計算核物理の進展は、いうまでもなく、ハイパー核物理の研究にとっても重要である。特に、格子

QCDによるバリオン間相互作用の導出は重要で、特徴的なチャンネルでの実験との比較でその正し

さが証明された後には、ある種の実験データとして、多体系計算の基礎となる情報を与えてくれる。

また、第一原理による多体系の計算は、実験データの解析や解釈に関して大きな助けとなるだろう。

6 研究に必要な装置

6.1 J-PARC

6.1.1 J-PARCの現状と課題

図 12に現在の J-PARCハドロン実験ホールを示す。現在のMRのビームエネルギーは 30GeVで、

1つの生成標的から、4本の二次ビームラインが延びている。K1.8ビームラインは、2台の静電セパ

レータを持ち、最大 2 GeV/cの質量分離された二次ビームを輸送できる。最下流部には高分解能ビー

ムスペクトロメータが設置され、また、散乱粒子の測定のため、大立体角かつ高分解能の SKSスペ

クトロメータが設置されており、ハイパー核、特に、ダブルストレンジネス系の研究に最適である。

K1.8BRビームラインは K1.8ビームラインの途中から分岐し、最大 1.1GeV/c の二次粒子を輸送で

きるビームラインで、K原子、K原子核束縛系研究のためのソレノイドスペクトロメータが設置され

ている。K1.1BRビームラインは、K1.8と反対方向に延びるビームラインで、１台の静電セパレータ

を持つ質量分離された 1GeV/cの二次ビームラインである。KLビームラインは、中性K中間子ビー

ムラインで中性K中間子の稀崩壊を測定する実験が行われる。

現状の問題として、(1)MR加速器からのビーム強度が 5kWと非常に弱いこと。(2)電源のリップル

に起因して取り出しビームの時間構造が非常に悪いこと (Spill内Duty Factorで 15%程度)。(3)ビー

ムラインの数が少ないこと、があげられる。

6.1.2 MRの性能向上

• ビームパワーの増強
所期性能である 270kW(30GeV 9µA)の早期の実現。さらに、線形加速器 (LINAC)のエネルギー

回復 (181 MeV → 400 MeV,　 2013年度に予定) によって 15µAが原理的には実現可能となり、

30GeV-15µA(450kW)が視野に入ってくる。しかし、現状においてはビーム取り出し機器部で

のビームロス並びにそれによって誘起される残留放射線レベルの制御、リモートメインテナン
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• pmax = 1.1 GeV/c

• IK~10
6 ppp @ 1 GeV/c • pmax = 2.0 GeV/cIK 10 ppp @ 1 GeV/c pmax

• IK~10
6 ppp @ 1.8GeV/c

• Double stages

Electrostatic Separators

• K /( + ) 3.5@1.8GeV/c

(2x1014ppp, 30GeV 9 A)

Ni Target

• pmax = 0.8 GeV/c

(2x10 ppp, 30GeV 9 A)

~2 G V/
pmax 0.8 GeV/c

• IK~10
6 ppp @ 0.8GeV/c

• pmean ~2 GeV/c

• IKL = 1.8x10
7 ppp

• pencil beam of 7.8 sr

図 12: 2011年現在の J-PARCハドロン実験ホール。

スの確立、などがビーム強度を制限しており、今後とも着実な技術開発の継続により目標とす

るビームパワーの早期実現が必要である。合わせて加速器関係者との率直な意見交換が原子核

研究の推進のために不可欠である。

• ビームの質の向上
Spill内Duty Factor 100%の連続ビームの実現。まずは、既存電源の改善、リップル制御等によ

る Spill内Dufy Factor の改善が求められる。次のステップとしては、問題となっている電源の

交換が検討されるべきである。

Cycle Dutyの向上、ニュートリノビーム（速い取り出し）運転との同時運転によるビーム利用

時間の増大が期待できるストレッチャーリングが検討されている。既存施設との整合性を考え

ると、既存のMRトンネル内に２階建ての形で設置する方法が望ましい。

6.1.3 ビームライン

• K1.1ビームライン

Λ核の γ線分光や、Y N 散乱実験を行うのに最適な∼1.1 GeV/cのK−のビームライン。

• High-Intensity High-Resolution (HIHR)ビームライン

質量分離された 2 GeV/cまで荷電粒子を輸送できるビームライン。ビームおよび散乱スペクトロ

メータの分散整合をとり、ビーム粒子の測定は不要なため、108–109Hzの強度のビームが扱え、

また、∼100 keVの分解能の分光実験が可能なビームラインおよびスペクトロメータ。(π−,K+)
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反応による中性子過剰 Λ核分光や (π+,K+)反応による中重～重い Λ核分光やその同時計数実

験などを行う。スピンの決定などを行うには、角度分布測定が必要である。そのため、散乱ス

ペクトロメータは、20◦程度まで回転できるのが望ましい。

• 高運動量Mass-separatedビームライン

5–10 GeV/cのK−や pビームを使って、S=−3多体系の研究やチャーム多体系の研究を行う。

• 反重水素ビーム
dの生成率は、pの 10−5であり、実現には解決すべき課題が多い。しかし、対消滅で非常に高

いエネルギー (∼4 GeV)を発生するため、多重ストレンジネスなど、エキゾチック状態の生成

反応として期待される。

これらのビームラインは J-PARCハドロンホール拡張を早期に実現し、その中で建設をすすめていく。

6.1.4 J-PARCのアップグレード計画

J-PARC施設のアップグレード計画で、ハイパー核・ストレンジネス核物理分野に関連するものを

あげる。

• MR 高繰り返し化によるビームパワー増強

ニュートリノ実験など速い取り出しのビームパワーの増強をビームの高繰り返し化により実現

しようと計画している。そのために、立ちあがり・立ち下がりの速い電源を開発し、現在の電

源と入れ替える。遅い取り出しビームに対しては、ビーム加速時間などを短くできることから

のCycle Dutyの向上が期待される。さらに重要なことは、入れ替える電源を低リップルなもの

にすることにより、現在、問題となっている電源リップルから来る取り出しビーム構造（Spill

内Duty Factor) の大幅な改善が期待される。しかしながら、高繰り返し電源と低リップル電源

は自動的に両立するものではないことを強く認識し、ユーザーとして注視し続けていく必要が

ある。

• 高運動量ビームラインとハドロンホールの拡張
30(50)GeV 一次陽子ビームや∼10GeV/cの二次粒子ビームを 1012 ppp 程度輸送できる高運動

量ビームラインは J-PARCの建設当初から要求されていた。現在、このビームラインの建設の

ための努力（概算要求）が続けられている。

ハドロンホール拡張計画も検討されている。この計画は、J-PARCの第二期計画として考えら

れていたものであるが、当初計画より多少規模の大きなものとなっている。現在、拡張計画の技

術的な検討を行っているチーム (ハドロンホールユーザー会、Hadron Hall Users Association,

HUA に了承された J-PARC(KEK,JAEA)、理研、大阪大学のメンバーによるチーム)で構想し

ている案は、以下の通りである。

– ホールを下流に 105m延長し、第 2,第 3の生成標的を作る。

– 第 2標的からは、低エネルギーK中間子ビームライン (K1.1/K0.8ビームライン)、高運動

量Mass-separated ビームラインを建設する。
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– 第 3標的からは、HIHRビームラインと中性K中間子 (KL)ビームラインを建設する。

– 各ビームラインでは、分岐構造等を作り、建設や実験の進行状況に合わせて様々な実験プ

ログラムが実施できるようにする。

以上の拡張計画では、ホールや附帯建屋、電力・冷却水設備、主要なビームラインの建設にか

かる費用は 110–130億円と見積もられている。

6.2 海外施設

今後 10–20年間は K,πビームを用いたストレンジネス研究は J-PARC を中心に発展することにな

るので、海外施設では相補的に電子、光子ビーム、重イオン (HI) ビームを用いたストレンジネス研

究を展開していく必要がある。

　 JLab では (e, e′K+)実験に必要な HKS, HES スペクトロメータが存在しているが、電磁生成し

たハイパー核の崩壊 π中間子分光に必要な高分解能 πスペクトロメータを別途用意する必要がある。

　また、マインツ大MAMI-Cにおいては Kaos スペクトロメータを用いた (e, e′K+)実験がスタート

しようとしているが K arm の検出器は高レートに耐えず、新たな高レート下で動作する GeV領域

のK中間子検出器を新規に開発する必要がある。一方、マインツにおいては高分解能の πスペクトロ

メータは実績のある Spek-A, C スペクトロメータが存在しており、ハイパー核崩壊 π中間子分光を始

める上では有利な部分もある。さらに、GSI における HIビームを用いたハイパー核研究 HypHIプ

ロジェクトでは現在 Phaze 0 実験 (Proof of Principle)のデータ収集が終了したところであるが、今

後 Phase 1,2 と研究を展開し、将来の FAIRにおける研究に繋げるためにはハイパー核崩壊から生じ

る数 GeV領域の粒子を高計数率下において高効率で測定する検出器群を開発する必要がある。

6.3 今後建設が必要な検出器

既に研究計画のところで述べた複数の実験で利用できる検出器をリストアップする。個々の検出器

の詳細については、研究計画を参照のこと。

• Large-Acceptance Hyperon Decay Spectrometer (LAHDS)

• K0スペクトロメータ

• π0スペクトロメータ

• 4π Ge検出器

• 高速、省電力　回路系、ASIC

どのような実験の遂行や検出器の建設を考えても、回路系などの更新や新技術の導入は不可欠

である。今後は、高速化、省電力化、小型化などが必須であり、共通で使用できるASICなどの

技術や回路など開発を、原子核分野にとどまらす、関連研究分野と協力して進めていく必要が

ある。

28



7 リソース

ハドロン物理分野も含めた J-PARCハドロン実験施設での研究者、サポートスタッフの概数として、

以下にあげる (学生は含まず)。

KEK 22名

JAEA 4名

理研 20名

大学 (国内) 40名

国外 30名

また、大学院博士課程以上を含めた各実験施設毎のユーザー数の概算をあげる。

J-PARC(国内外含む) 200名

JLab(日本人のみ) 10名

Mainz(日本人のみ) 10名

GSI(HypHI)(日本人のみ) 10名

東北大学 ELPH 20名

J-PARC運転経費は、KEK/JAEA分を合わせて、2011年度の概算要求額として 150億円。ほぼフ

ルの運転 (年間 9?サイクル運転）での経費は約 180億円と見積もられている。

検出器などの実験装置の建設は、科研費をはじめとする競争的資金など、ユーザーの自助努力に頼っ

ており、この傾向は今後更に強まると思われる。分野をあげて、大型科研費などの獲得をして、大型

検出器の製作を行い、研究をすすめていく必要がある。

8 まとめと展望

まとめと展望として、ストレンジネス核物理研究の今後の発展を図 13に示す。
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図 13: ストレンジネス核物理の今後の発展を示す図。
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高橋　俊行　 KEK 素核研（代表)

中村　哲 東北大（副代表）

味村　周平 大阪大RCNP

佐久間　史典　 理研

鈴木　隆敏 東京大

　 三輪　浩司 東北大

藤岡　宏之 京都大

高橋　仁　 KEK 素核研

谷田　聖　 ソウル大

理論

肥山　詠美子 理研

土手　昭伸 　KEK 素核研

世話人

永江　知文 京都大

30



参考文献

[1] T. Inoue et al., Prog. Theor. Phys. 124, 4 (2010).

[2] J. Schaffner-Bielich, Nucl. Phys. A 804, 309 (2008).

[3] Demorest. P et al. Nature 467, 1081-1083 (2010).

[4] J.K. Ahn et al., Nucl. Phys. A 648, 263 (1999); Y. Kondo et al.. Nucl. Phys. A 676, 371 (2000);

J.K. Ahn et al., Nucl. Phys. A 761, 41 (2005);

[5] T. Kadowaki et al., Eur. Phys. J. A 15, 295 (2002).

[6] M.A. Faessler et al., Phys. Lett. B 46, 468 (1973).

[7] W. Brückner et al., Phys. Lett. B 79, 157 (1978).

[8] C. Milner et al., Phy. Rev. Lett. 54, 1237 (1985); P.H. Pile et al., Phys. Rev. Lett. 66, 2585

(1991).

[9] T. Fukuda et al., Nucl. Inst. Meth. A 361, 485 (1995).

[10] T. Hasegawa et al., Phys. Rev. C53, 1210 (1996).

[11] T. Hasegawa et al., Phys. Rev. Lett. 74, 224 (1995).

[12] H. Tamura et al., Phys. Rev. Lett. 84, 5963 (2000).

[13] H. Noumi et al., Nucl. Phys. A 691, 115c (2001).

[14] H. Hotchi et al., Phys. Rev. C 64, 044302 (2001).

[15] T. Nagae et al., Phys. Rev. Lett. 80, 1605 (1998).

[16] P.K. Saha et al., Phys. Rev. C70, 044613 (2004).

[17] P.K. Saha et al., Phys. Rev. Lett. 94, 052502 (2005).

[18] T. Miyoshi et al., Phys. Rev. Lett. 90, 232502 (2003).

[19] O. Hashimoto et al., Nucl. Phys. A 835, 121 (2010).

[20] F. Cusanno et al., Nucl. Phys. A 835, 129 (2010).

[21] F. Garibaldi et al., J. Phys. Conf. Ser. 299 012013 (2011).

[22] K. Tanida et al., Phys. Rev. Lett. 86, 1982 (2001).

[23] M. Ukai et al., Phys. Rev. C 73, 012501(R) (2006).

[24] K. Tanida et al., Nucl. Phys. A 721, 999c (2003); K. Miwa et al., Nucl. Phys. A 754, 80c (2005).

[25] H. Akikawa et al., Phys. Rev. Lett. 88, 082501 (2002); H. Tamura, Nucl. Phys. A 754, 58c

(2005).

[26] Y. Miura et al., Nucl. Phys. A 754, 75c (2005);

[27] Y. Ma et al., Eur. Phys. J. A 33, 243 (2007).

[28] M. Ukai et al., Phys. Rev. Lett. 93, 232501 (2004); M. Ukai et al., Phys. Rev. C77, 054315

(2008); M. Ukai et al., Eur. Phys. J. A 33, 247 (2007).

31



[29] D.J. Millener, Nucl. Phys. A 754, 48c (2005).

[30] S. Ajimura et al., Phys. Rev. Lett. 86, 4255 (2001); H. Kohri et al., Phys. Rev. C 65, 034607

(2002).

[31] D.J. Millener, Nucl. Phys. A 835, 18 (2010).

[32] J. Sasao et al., Phys. Lett. B 579, 258 (2004).

[33] Simon Capstick and Winston Roberts, Phys. Rev. D49, 4570 (1994).

[34] Simon Capstick and W. Roberts, Phys. Rev. D58, 074011 (1998).

[35] T.-S. H. Lee, Z. Y. Ma, B. Saghai, and H. Toki, Phys. Rev. C58, 1551 (1998).

[36] T. Watanabe et al., Phys. Lett. B651, 269 (2007).

[37] K. Tsukada et al., Phys. Rev. C 78, 014001 (2008); K. Tsukada et al., Phys. Rev. C 83, 039904

(2011).

[38] K. Futatsukawa, Doctor Thesis, Tohoku Univ. (2011); HNP2011 proceedings, to be published.

[39] B.H. Kang et al., Phys. Rev. Lett. 96, 062301 (2006).

[40] M.J. Kim et al., Phys. Lett. B 641, 28 (2006).

[41] S. Ajimura et al., Phys. Rev. Lett. 84, 4052 (2000).

[42] T. Maruta et al., Eur. Phys. J. A 38, 255 (2007).

[43] S. Okada et al., Phys. Lett. B 597, 249 (2004).

[44] M. Danysz et al., Nucl. Phys. 49, 121 (1963).

[45] D.J. Prowse, Phys. Rev. Lett. 17, 782 (1966).

[46] S. Aoki et al., Prog. Theor. Phys. 85, 1287 (1991).

[47] H. Takahashi et al., Phys. Rev. Lett. 87, 212502 (2001).

[48] J.K. Ahn et al., Phys. Rev. Lett. 87, 132504 (2001).

[49] C.J. Yoon et al., Phys. Rev. C 75, 022201(R) (2007).

[50] T. Inoue et al. Phys. Rev. Lett. 108, 162002 (2011),

[51] S. R. Beane et al., Phys. Rev. Lett. 106, 162001 (2011).

[52] T. Fukuda et al., Phys. Rev. C 58, 1306 (1998).

[53] P. Khaustov et al., Phys. Rev. C 61, 054603 (2000).

[54] K.J. Nield et al., Phys. Rev. C 13, 1263 (1976).

[55] S. Avramenko, et al., Nucl. Phys. A 547, 95c (1992).

[56] T.A. Armstrong et al., Phys. Rev C 70, 024902 (2004).

[57] STAR collaboration, Science 328, 58 (2009).

[58] T.R. Saito et al., Nucl. Phys. A 835, 110 (2010).

32



[59] A.D. Martin, Nucl. Phys. B 179, 33 (1981).

[60] T.M. Ito et al., Phys. Rev.C 58, 2366 (1998).

[61] C.J. Batty, E. Friedman, and A. Gal, Phys. Rep. 287, 385 (1997).

[62] M. Bazzi et al., Phys. Lett. B 704,113 (2011).

[63] N. Isgar and G. Karl, Phys. Rev. D 18, 4187 (1978).

[64] T. Kishimoto, Phys. Rev. Lett. 83, 4701 (1999).

[65] T. Kishimoto et al., Nucl. Phys. A 754, 383 (2005).

[66] T. Kishimoto et al., Prog. of Theor. Phys. 118, 181 (2007).

[67] Y. Akaishi and T. Yamazaki, Phys. Rev. C 65, 044005 (2002).

[68] T. Yamazaki and Y Akaishi, Phys. Lett. B 535, 70 (2002).

[69] T. Suzuki et al.. Phys. Lett. B 597, 263 (2004).

[70] M. Sato et al., Phys. Lett. B 659, 107 (2008).

[71] M. Agnello et al., Phys. Rev. Lett. 94, 212303 (2005).

[72] T. Yamazaki et al., Phys.Rev. Lett. 104, 132502 (2010).

[73] A. Gal, Prog. of Theor. Phys. Suppl. 186, 270 (2010).

[74] R. Muto et al., Phys. Rev. Lett. 98, 152302 (2007).

[75] K.S. Myint and Y. Akaishi, Prog. Theor. Phys. Suppl. 146, 599 (2002).

[76] M. Bedjidian et al., Phys. Lett. 83B, 252 (1979).

[77] Myang Thi Win, K. Hagino and T. Koike, Phys. Rev. C83, 014301 (2011).

[78] E. Hiyama et al., Phys. Rev. C 78, 054316 (2008).

[79] D. Aston et al. Phys. Rev. D 32, 2270, (1985).

[80] P. Kienle et al. Phys. Lett. B 632, 187 (2006).

[81] A. Dote et al. Phys. Lett. B 587, (2004).

33


